
 

 

 

 

 

 

 

 

2026 年 10 月 1 日施行・適用として、パート・有期法施行規則が改正され

るとともに、同一労働同一賃金ガイドラインが改正されました。今回は改正

点のうち、雇い入れ時の労働条件明示事項の追加について確認します。 

 

労働条件の明示については、労働基準法第 15 条で定められているもので

すが、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律

（パート・有期法）において、パート・有期法に定める短時間労働者につい

ては、以下の項目も明示が求められています。 

 

■昇給の有無 

■退職手当の有無 

■賞与の有無 

■雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口 

 

今回の改正により、これらの項目に加え、新たに以下の項目が追加されま

した。 

 

■待遇の相違等に関する説明を求めることができる旨 

 

 

 

10 月の施行に備えて、通知書の雛形を変更するとともに、説明を求められ

たときの対応を再確認しておきましょう。 

なお、モデル労働条件通知書も更新され、厚生労働省のホームページでダ

ウンロードできるようになっています。 
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2027 年 1 月以降 税務署への源泉徴収票は提出不要に 
 

従業員に給与や賞与を支給したときには、前年分に支払った給与額等を、給与支払報告書として従業員が住む市

区町村に提出するほか、源泉徴収票を所轄税務署にも提出する必要があります。 

この取扱いについて、2027 年 1 月 1 日以後、市区町村に給与支払報告書を提出した場合には、税務署長に「給与

所得の源泉徴収票」を提出したものとみなされる制度がスタートします。そのため、税務署提出用の「給与所得の源

泉徴収票」を作成し、提出する必要がなくなります。従業員へ交付する源泉徴収票は、引き続き、すべての受給者に

対して作成・交付を行う必要がありますのでご注意ください。 

 

なお、「源泉徴収票（給与所得・公的年金等）のみなし提出の特例に関する Q&A （令和 8 年 4 月）」が公開され

ており、「令和 8 年の途中で退職した従業員に係る給与所得の源泉徴収票は、源泉徴収票のみなし提出の特例の対象

となる「令和 9 年 1 月 1 日以後に提出すべきもの」に含まれますか」といった全 16 の問に回答する形で疑問に感じ

やすい内容が取り上げられています。 

 

 

ひらたコラム 
国内各地に自走で訪れている方だと思いますが、本州の宮城県より上は未到達

のゾーン。ということで、今年のゴールデンウィークは東北ドライブに行ってき

ました。西日本だけ高速を使って、あとはノープランで観光しながら関東や山形

を経由し、最終目的地、岩手県へ。 

各地方の方言を聞いて、その土地ならではの不思議なものを見つけては掘り下

げ、全日本モトクロス選手権を開催されていたコースを 1 日だけ走って、のんび

りと楽しい旅程でした。 

写真は道中、大変好みの日帰り温泉を発見したときのもの。この世界には、ま

だまだ知らない良いものがたくさんある。 
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